広島市手話通訳者派遣事業実施要綱

（目的）

第１条　この事業は、聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者（以下「聴覚障害者等」という。）が社会参加の構成員として地域の中で、自立した生活が送れるよう、また、自己表現、自己実現、社会参加を通じて生活の向上が図れるよう、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第７７条の規定に基づき、意思疎通支援事業を実施し、聴覚障害者等の福祉の増進に資することを目的とする。
（実施主体）

第２条　この事業の実施主体は、広島市とする。

（市の責務等）

第３条 市長は、手話通訳業務の特殊性により発症が危惧される頸肩腕症候群等を予防する観点から、第４条及び第５条により登録した手話通訳者に対し、健康管理に関わる啓発を実施する。

２  市長は、研修の機会を設ける等、第４条及び第５条により登録した手話通訳者の技術と知識の向上について配慮しなければならない。

３　市長は、第４条及び第５条により登録した手話通訳者の派遣活動中の事故に対する補償として、社会福祉法人全国社会福祉協議会が実施する「福祉サービス総合補償保険」に加入するものとする。

（手話通訳者の登録）

第４条　市長は、事業を実施するため、次の各号に掲げるいずれかの者をあらかじめ登録しておくものとする。

（１）　手話通訳士の資格を有する者

（２）　手話通訳者全国統一試験（広島県中級認定通訳試験）に合格した者

（３）　手話通訳者全国統一試験受験資格を有する者

２　手話通訳者として登録する者は、次の各号の要件を全て満たさなければならない。

　（１）　広島市内に住所を有する者、広島市近郊に住所を有する者で勤務先等が広島市内にある者、又は手話に係る地域活動の場が主に広島市内にある者

（２）　本市の聴覚障害者等の福祉行政について理解と熱意を有する者

（３）　満１８歳以上の者

（手話通訳者の登録方法等）

第５条　前条の規定により登録を行う者は、第４条の各号に該当することを証する書類の写し（認定証や修了証等）を添え、「広島市手話通訳者登録申込書」（様式第１号）を市長に提出する。

２　前項の申込書の提出を受けた市長は、手話通訳者としての登録の適否を審査し、登録する場合は「手話通訳者派遣事業登録者名簿」に登載するとともに、手話通訳者に対し、「広島市手話通訳者証」 （様式第２号） を交付する。

３　手話通訳者は登録内容に変更が生じた場合、速やかに市長に「手話通訳者登録事項変更届出書」（様式第３号）を提出しなければならない。

（手話通訳者証の取扱い）

第６条　手話通訳者は、通訳業務を遂行するに当たって、手話通訳者証を常時携行することとし、必要に応じてこれを提示しなければならない。

２　手話通訳者は、手話通訳者証を貸与、譲渡又は改ざんしてはならない。

３　手話通訳者は、手話通訳者証を紛失又は棄損したときは、広島市へ直ちに「手話通訳者証毀損・紛失届兼再交付申請書」（様式第４号）を提出しなければならない。

４　手話通訳者は、登録の取消を受けたときは、直ちに手話通訳者証を広島市へ返還しなければならない。

（手話通訳者の責務）

第７条　手話通訳者は、広島市からの依頼に基づき、通訳活動を行う。この場合、自らが公的な立場であるという自覚と責任を持って適切な通訳の実現に努めるものとする。

２　手話通訳者は業務上知り得た情報を、申込者及びその関係者の意に反して第三者に提供してはならない。また手話通訳者を退いた後も同様とする。

３　手話通訳者は、業務を遂行するに当たって、関係者から提供された資料等があった場合には、業務完了後速やかに、その資料を提供した関係者に返還するものとする。

４　手話通訳者は、聴覚障害者等の言動や思考・判断に疑念や援助の必要性を感じた時でも、犯罪や情報不足により明らかに本人の不利益となる場合を除き、本人の意思を尊重し、手話通訳者の一方的な判断で、疑問の提起や助言等を行ってはならない。

５　手話通訳者は、広島市が実施する手話通訳者を対象とした研修会に参加するなど、自らその技術と知識の向上に努めなければならない。

（手話通訳者登録の取消し）

第８条　市長は、手話通訳者について、以下の各号を含め、手話通訳者登録が不適当と認められる事由が生じたときは、登録を取り消すことができる。

（１）　手話通訳者から「手話通訳者登録辞退・活動休止届」（様式第５号）の提出があった場

　　　合

（２）　手話通訳者証の貸与、譲渡又は改ざんを行った場合

（３）　前条に違反した場合

（４）　第１７条に規定する「手話通訳実施報告書兼交通費請求書」に虚偽の内容を記載し、謝礼金及び交通費を不正に搾取しようとした場合

（５）　郵便や電話等によっても長期間手話通訳者と連絡を取ることができない場合

（６）　その他、広島市の手話通訳者としてふさわしくない行為があった場合

（登録手話通訳者の活動休止等）

第９条　手話通訳者は、長期入院等その他の事由により、一時的に通訳者としての活動を行うことができない場合は、「手話通訳者登録辞退・活動休止届」（様式第５号）を提出しなければならない。

２　前項の規定により活動を休止した手話通訳者が、活動を再開する場合には、「手話通訳者登録事項変更届出書」（様式第３号）の留意事項欄に活動再開可能日を記載して市長に提出しなければならない。

（派遣の対象）

第１０条　本事業により手話通訳者を派遣する対象者は、住所及び身体障害者手帳の住所を広島市内に有する聴覚障害者等とする。（以下、この対象者に事業を適用することを「個人派遣」という。）

２　前項のほか、広島市内で開催される行事等で、聴覚障害者等の参加が複数見込まれ、個人派遣で対応するよりも、会場等に手話通訳者を配置する方が効率的であると市長が判断するもののうち、次の各号に該当する場合に限り、手話通訳者を派遣することができる。（以下、この対象者に事業を適用することを「団体派遣」という。）

　（１）　別表１に記載する障害者団体等（以下「障害者団体等」という。）が主催する行事で、市長が手話通訳者の派遣が必要と認めるもの

　（２）　その他、市長が特に必要と認めるもの

（派遣の対象事項）

第１１条　市長は、別表２に定める事項について、コミュニケーションを図る必要があり、手話通訳を必要とすると認める場合は、手話通訳者を派遣する。

２　前項の規定に関わらず、次の各号に該当する場合には原則として派遣対象とはしない。

（１）　特定の政党若しくは個人の政治的活動（ただし、聴覚障害者個人が投票の参考にするために候補者の主張を聴取する場合は除く。）

（２）　特定の団体若しくは個人の宗教的活動

（３）　営利的・経済的な活動（企業・団体・個人の営利を目的とする活動等（営利を目的としないものであっても、結果として謝礼金等を受け取る活動はこれに含む。））

（４）　通学等の通年かつ長期にわたる活動

（５）　公序良俗に反し、社会通念上本事業を適用することが適当でない活動

（６）　本市が委託している事業を遂行する上で必要となる会議等の活動

（派遣地域）

第１２条　手話通訳者を派遣する範囲は、原則として広島市内とする。

２　広島市外への派遣については、やむを得ない事情があると認められる場合は、この限りではない。また、この場合、広島県が実施している広島県手話通訳派遣ネットワーク事業を利用することも可能とする。なお、広島県手話通訳派遣ネットワーク事業を利用するかどうかの判断は、市長が行う。

（派遣時間）

第１３条　手話通訳者の派遣時間は、おおむね１回の派遣につき２時間以内とする。ただし、手話通訳者の了解が得られればこれを延長できる。

（派遣の申込み）

第１４条　個人派遣により手話通訳者の派遣を申し込む場合は、本人又はその家族等から、住所地を所管する区役所の厚生部福祉課（以下「区役所福祉課」という。）への「手話通訳者派遣申込書」（様式第６号）（ただし、当該申込書と同程度の内容が確認できる場合には、この限りではない。）のファクシミリ又は電子メールによる送付等により行う。

２　団体派遣により手話通訳者の派遣を申し込む場合には、障害者団体等の長又は当該団体の関係者等から、健康福祉局障害福祉部障害福祉課（以下「市役所障害福祉課」という。）への「手話通訳者派遣申込書」（様式第６号）（ただし、当該申込書と同程度の内容が確認できる場合には、この限りではない。）のファクシミリ又は電子メールによる送付等により行う。

３　前２項の規定による申込みの受付時間は、開庁日の午前８時３０分から午後５時１５分までとし、原則として派遣日の３日前までに行わなければならない。ただし、緊急等やむを得ない事情があると認められる場合はこの限りではない。なお、派遣申込書は事後であっても必ず提出するものとする。

４　聴覚障害者等及び障害者団体等が手話通訳者の派遣を申し込む場合は、原則、手話通訳者の指名は受け付けないものとする。

５　聴覚障害者等及び障害者団体等は、事情により派遣の申込みを取りやめ、若しくはあらかじめ約束していた時間に遅れる場合には、直ちにその旨を市に連絡しなければならない。（夜間等で市が閉庁しており連絡がつかない場合は、この限りではない。）

（派遣の決定及び却下）

第１５条　市長は、受理した申込書の依頼内容を審査の上、派遣の可否を決定し、その結果及び派遣する手話通訳者の氏名その他必要な情報を、申込者に「手話通訳者派遣決定（却下）通知書」（様式第７号）により通知するものとする。なお、継続的な利用申込みについては、派遣日を月単位で決定するなど、申込者の利便等を考慮するものとする。

２　市長は、前項により派遣を決定した場合であっても、やむを得ない事由が発生した場合は、前項の派遣申込を却下することができる。

（申込者の負担）

第１６条　手話通訳者の派遣に係る申込者の費用負担は原則として無料とする。

（手話通訳者の手配）

第１７条　市長は、派遣の決定をした場合、速やかに手話通訳者の手配を行い、選定した手話通訳者に通訳業務を記入した「手話通訳依頼書」 （様式第８号）  により派遣を依頼通知する。なお、派遣手話通訳者の選定に当たっては、原則として一人の手話通訳者が連続して通訳する時間が３０分以内となるよう派遣手話通訳者の人数を調整する。

２　市長は、派遣手話通訳者の選定に際して、各区役所福祉課と市役所障害福祉課との間で個別の手話通訳者の活動予定を情報交換し、一部の手話通訳者に派遣依頼が集中しないよう留意しなければならない。

（手話通訳者の報告等）

第１８条　手話通訳者は、市長から依頼された手話通訳を実施した場合、通訳を実施した日が属する月の翌月１０日までに「手話通訳実施報告書兼交通費請求書」（様式第９号）（以下「実施報告兼請求書」という。）を市長に提出するものとする。

２　手話通訳者は、引継ぎが必要な事項や早急に解決しなければならない問題等がある場合には、業務終了後、「業務報告書」（様式第１０号）により、依頼を受けた区役所福祉課又は市役所障害福祉課に報告するものとする。

３　手話通訳者は、待ち合わせ場所において、待ち合わせ時間から２０分が経過しても聴覚障害者等が来ない場合には、市に連絡し、帰宅するものとする。（この場合、「実施報告兼請求書」の活動内容欄にその旨を記載して提出すること。）

４　手話通訳者は、前項の場合で、夜間等で市が閉庁しており連絡がつかない場合には、待ち合わせ時間から２０分が経過した後、帰宅するものとする。（この場合、「実施報告兼請求書」）の活動内容欄にその旨を記載して提出すること。）

（手話通訳者に対する謝礼金の算出方法等）

第１９条　手話通訳者に対する謝礼金は、活動時間１時間につき２，０００円とする。ただし、活動時間が１時間以内の場合は１時間とし、１時間を超えて１時間未満の端数が生じた場合には、その端数が３０分以上のときはこれを１時間とし、３０分未満のときはこれを切り捨てるものとする。
２　前項の活動時間とは、聴覚障害者等との待ち合わせ時から通訳業務を終了するまでの時間をいい、休憩時間を除くものとする。なお、待ち合わせ場所に聴覚障害者等が来なかった場合には、１回の派遣に当たり１，０００円を支給する。
３　午後１０時から翌日の午前５時までの時間帯における活動についての第１項の規定の適用については、同項中「２，０００円」とあるのは、「３，０００円」とする。
（手話通訳者の派遣先までの移動方法）

第２０条　手話通訳者の派遣先までの移動については、原則として、タクシーを除く公共交通機関（以下「公共交通機関」という。）を利用するものとする。

２　前項の規定にかかわらず、やむを得ない事情により、派遣先まで公共交通機関を利用して移動することができない場合に限り、タクシー又は自家用車の利用を認めることとする。なお、やむを得ない事情とは、次の各号の場合とする。

　（１）　災害や事故又は深夜の時間帯等により、公共交通機関が利用できない場合

　（２）　活動時間の終了時間が深夜となるなど、あらかじめ帰りの公共交通機関での移動が困難であると認められる場合
　（３）　その他緊急等の事情により、市長が特別に認める場合

３　前項において、自家用車を使用する場合には、事前に「自家用車使用届出書」（様式第１１号）を市長に提出しなければならない。なお、自家用車使用届出書を事前に提出できなかった場合であっても、後日必ず提出するものとする。

４　自家用車の使用を認めた場合について、市長は、自動車損害賠償保障法第三条に規定する「自己のために自動車を運行の用に供する者」としての責を負わないものとする。

（手話通訳者に対する交通費の算出方法等）

第２１条　手話通訳者が、聴覚障害者等の手話通訳のため必要とする交通費の支給については、乗継割引等を含め、公共交通機関の実費とする。

２　前項において、手話通訳者が徒歩、自転車、バイク、家族等による送迎を利用した時は、交通費を支給しない。なお、駐輪場を利用した場合の利用料については、派遣先が自転車等放置規制区域で、駐輪場を利用せざるを得ないと認められる場合で、かつ領収書を徴している場合に限って、その領収金額に基づく実費を支給する。

３　前条第２項において、手話通訳者がタクシーを利用した場合には、領収書を徴することとし、その領収金額に基づく実費とする。

　　また、自家用車を利用した場合には、燃料費及び駐車料金として一回の派遣に当たり４００円を支給する。なお、駐車料金等がこれを超えた場合においても、超えた部分については支給しない。

４　手話通訳者は、前２項の規定により領収書を徴した場合には、当該派遣に係る「実施報告兼請求書」に添付して、市長に提出すること。

（手話通訳者に対する謝礼金及び交通費の支払）

第２２条　市長は、第１８条第１項に規定する「実施報告兼請求書」の提出期限後は、速やかに「実施報告兼請求書」の内容を審査し、適正に業務が遂行されたと認めたときは、その認めた日から起算して３０日以内に、手話通訳者に対して、謝礼金及び交通費を支払うものとする。

２　「実施報告兼請求書」に虚偽の内容を記載していたと認められた場合には、当該派遣に係る謝礼金及び交通費を支給しない。

（電子申請）

第２３条　本要綱に基づく申請、届出、処分、縦覧、作成その他の手続に係る電子情報処理組織又は電磁的記録の使用については、広島市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１６年広島市条例第５５号）第３条から第６条までの規定の例による。

（委任規定）

第２４条　この要綱に定めるもののほか、この事業の実施について必要な事項は、健康福祉局長が定める。

　

附　則

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。　

　附　則

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。

　附　則

この要綱は、平成８年６月１日から施行する。

　附　則

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。

　　附　則

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成１７年３月１５日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

　附　則

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。なお、第４条第１項第３号の規定については、平成２９年３月３１日までは、同号の規定にかかわらず、広島県初級認定通訳試験に合格した者は、同号に該当するものとみなす。
附　則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
　附　則
この要綱は、平成３１年4月1日から施行する。

　　附　則

　この要綱は、令和元年５月１日から施行する。

　　附　則

１　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
２　改正後の広島市手話通訳者派遣事業実施要綱第１９条の規定は、この要綱の施行の日以後における活動時間に係る謝礼金の額の算出について適用し、同日前における活動時間に係る謝礼金の額の算出については、なお従前の例による。
　　附　則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
